
川崎市指定地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予防サー

ビス事業所の市町村の同意に係る手続等に関する要綱 

 

平成１８年１１月３０日 

１８川健介保第１０１７号 

健 康 福 祉 局 長 専 決 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、川崎市介護サービス事業者の指定等に関する規則（平成  

２４年川崎市規則第３２号。以下「規則」という。）第１４条の規定に基づ

き、介護保険法（平成９年12月17日法律第１２３号）第７８条の２第４項

第４号及び第１１５条の１２第２項第４号に規定する市町村長の同意に係る

手続等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の意義は、規則及び川崎市指定地域密着型サ

ービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定等の手続等

に関する要綱（以下「指定要綱」という。）で使用する用語の例による。 

（川崎市内の指定地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予防サ

ービス事業所を他市町村長が指定する場合の川崎市長が同意する基準） 

第３条 川崎市長は、他市町村長が川崎市内の指定地域密着型サービス事業所

及び指定地域密着型介護予防サービス事業所（以下「市内事業所」という。）

を指定する場合は、原則として、別表に定める同意基準により同意するもの

とする。 

 （同意の手続等） 

第４条 川崎市長は、他市町村長が市内事業所を指定する場合は、次の手続に



より同意等を行うものとする。 

（１）市内事業所は、川崎市外の被保険者（以下「市外被保険者」という。）

から利用相談を受け、かつ他市町村長の指定を受けようとする場合は、川

崎市長に事前協議を行うとともに、当該市外被保険者の属する市町村長に

指定手続等について確認（以下「事前協議等」という。）を行うものとす

る。 

（２）市内事業所は、前号の規定により事前協議等を行った結果、川崎市長の

同意及び他市町村長の指定の意思等について確認が取れたときは、当該他

市町村長に対し、川崎市長に他市町村長の指定に係る同意の協議を行うこ

とを求めるものとする。 

（３）前号の規定により同意の協議を行うことを求められた当該他市町村長は、

川崎市長に対し指定地域密着型（介護予防）サービス事業所同意協議書 

  （第１号様式）により協議を行うものとする。 

（４）川崎市長は、前号の規定により協議があったときは、別表に定める同意

基準に適合するか審査し、適合するときは、指定地域密着型（介護予防）

サービス事業所同意書（第２号様式）により、当該他市町村長にその旨を

通知するものとする。 

   また、適合しないときは、指定地域密着型（介護予防）サービス事業所

不同意書（第３号様式）により、当該他市町村長にその旨を通知するもの

とする。 

（５）川崎市長は、前号の規定による同意に際して、条件を付すことができる

ものとする。 

（６）第３号に規定する第１号様式は、同意先市町村が規定する様式があれば、

これに代えることができるものとする。 

 （川崎市外の指定地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予防サ



ービス事業所を川崎市長が指定する場合の基準） 

第５条 川崎市長が、川崎市外の指定地域密着型サービス事業所及び指定地域

密着型介護予防サービス事業所（以下「市外事業所」という。）を指定する

場合は、原則として、別表に定める市外事業所指定基準により指定するもの

とする。 

 （市外事業所の指定の手続等） 

第６条 川崎市長は、市外事業所を指定する場合は、次の手続により指定等を

行うものとする。 

（１）市外事業所は、川崎市内の被保険者（以下「市内被保険者」という。）

から利用相談を受け、かつ川崎市長の指定を受けようとする場合は、川崎

市長に事前協議を行うとともに、当該市外被保険者の属する他市町村長に

同意の意思について確認（以下「事前協議等」という。）を行うものとす

る。 

（２）市外事業所は、前号の規定により事前協議等を行った結果、川崎市長の

指定及び他市町村長の同意の意思等について確認が取れたときは、川崎市

長に指定地域密着型（介護予防）サービス事業所他市町村同意協議願い書

（第４号様式）を提出するものとする。 

（３）川崎市長は、前号の規定により願い書の提出を受けたときは、別表に定

める市外事業所指定基準に適合するか審査し、適合するときは、指定地域

密着型（介護予防）サービス事業所他市町村同意協議書（第５号様式）に

より当該市町村長と協議を行うものとする。    

（４）川崎市長は、前号の規定により協議を行った結果、当該他市町村長から

川崎市長の指定について同意があったときは指定地域密着型（介護予防）

サービス事業所他市町村同意通知書（第６号様式）により、同意がなかっ

たときは指定地域密着型（介護予防）サービス事業所他市町村不同意通知



書（第７号様式）により当該願い者にその旨を通知するものとする。    

（５）前号の規定により同意通知書を受けた当該市外事業所は、規則及び指定

要綱に定めるところにより川崎市長に指定申請を行うものとする。    

（６）川崎市長は、指定要綱で定める手続等のうち、第１１条に規定する指定

内定、第１２条及び第１３条に規定する手続については、省略することが

できるものとする。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めのない事項は、健康福祉局長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年１２月１日から施行する。  

 （若年性認知症の者を対象とする事業所） 

２ 若年性認知症の者を対象とする指定認知症対応型通所介護事業所に対する

同意及び指定については、認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通

所介護の基準条例について（平成２５年３月３１日付け）の１ 基本方針 

（条例第６１条）の③によるものとする。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年９月１日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年８月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

 

１ 同意基準 

（市内事業所を他市町村長が指定する場合の川崎市長が同意する基準） 

サービスの種類 基    準 

認知症対応型通所介護 

介護予防認知症対応型通所介

護 

 

平成１８年４月１日以降に利用契約を締結する場合は、次のいずれに

も該当すること 

１ 他の市町村が当該事業所を指定する方針が固まっていること 

２ 指定申請等の日の属する月から前12月（事業実績が12月に満たな

い場合は、新たに事業を開始した月までとし、休止期間は除く）に

おける他の市町村の被保険者数の平均（暦月ごとの平均（他の市町

村の延利用者数をサービス提供日数で除した数）の合計を該当する

月数で除した数）が、当該事業所が定める利用定員の２割以内であ

ること 

３ 他の市町村の被保険者の住所地が、当該事業所の「通常の事業の

実施区域」に隣接し、かつ、事業所を中心として概ね半径２キロメ

ートル以内にあること 

 

平成１８年３月３１日以前から利用契約が継続している場合は、前項

目１に加えて、次に該当すること 

１ 他の市町村長から指定を受けた認知症対応型通所介護事業所を継

続して利用していること 

 

 

小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

介護予防小規模多機能型居宅

介護 

次の基準のいずれも満たしていること 

１ 他の市町村が当該事業所を指定する方針が固まっていること 

２ 他の市町村の被保険者の割合は、当該事業所の通いの定員の５割

以内であること 

３ 他の市町村の被保険者の住所地が、当該事業所の「通常の事業の

実施区域」に隣接し、かつ、事業所を中心として概ね半径２キロメ

ートル以内にあること 

４ 他の市町村の被保険者と川崎市の被保険者が競合した場合は、川

崎市の被保険者を優先すること  



地域密着型通所介護 

 

 

平成２８年４月１日以降に利用契約を締結する場合は、次のいずれに

も該当すること 

１ 他の市町村が当該事業所を指定する方針が固まっていること 

２ 指定申請等の日の属する月から前12月（事業実績が12月に満たな

い場合は、新たに事業を開始した月までとし、休止期間は除く）に

おける他の市町村の被保険者数の平均（暦月ごとの平均（他の市町

村の延利用者数をサービス提供日数で除した数）の合計を該当する

月数で除した数）が、当該事業所が定める利用定員の２割以内であ

ること 

３ 他の市町村の被保険者の住所地が、当該事業所の「通常の事業の

実施区域」に隣接し、かつ、事業所を中心として概ね半径２キロメ

ートル以内にあること 

 

平成２８年３月３１日以前から利用契約が継続している場合は、前項

目１に加えて、次のいずれかに該当すること 

１ 他の市町村の被保険者が、当該市町村長から地域における医療及

び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する

法律」附則第20条に規定する「みなし指定」（以下「みなし指定」

という。）を受けた川崎市に所在する地域密着型通所介護事業所を

継続して利用しているとき 

２ 他の市町村の被保険者が当該市町村長からみなし指定を受けた川

崎市に所在する地域密着型通所介護事業所と一体的に運営する介護

予防通所介護事業所または介護保険法に規定する第一号通所事業所

（以下「第一号通所事業所」という。）を継続して利用しており、

平成２８年４月１日以降に要介護状態となったとき 

３ 他の市町村長からみなし指定を受けた川崎市に所在する地域密着

型通所介護事業所を継続して利用する当該市町村の被保険者が平成

２８年４月１日以降に要支援状態となっても、当該事業所と一体的

に運営する介護予防通所介護事業所及び法に規定する第一号通所事

業所を継続して利用しており、再度要介護状態となったとき 

４ 当該事業所が、運営法人の変更により新たに指定を受ける場合で

あっても、１から３に該当するか否かについては、変更前の事業者

との間において平成２８年３月３１日以前から継続して利用契約が

あったかどうかで判断をする 
  
備考 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護（以下、「認知症対応型共同生活介護等」という。）
については、利用開始日において、川崎市内に住民登録後、居住し始めてから３か月以上経過する者が
利用することとする 
ただし、川崎市内に住民登録後、３か月以上居住している利用希望者の親族（３親等以内）があり、 

当該親族から継続的な支援が見込まれる場合は転入後の経過期間にかかわらず、認知症対応型共同生活 
介護等を利用できるものとする 



２ 市外事業所指定基準 

（市外事業所を川崎市長が指定する場合の基準） 

サービスの種類 基    準 

認知症対応型通所介護 

小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

介護予防認知症対応型通所介護 

介護予防小規模多機能型居宅介護 

川崎市の被保険者の住所地が、当該事業所の「通常の事業の

実施区域」に隣接し、かつ、事業所を中心として概ね半径２

キロメートル以内にあること 

地域密着型通所介護 平成２８年４月１日以降に利用契約を締結する場合は、次の

いずれにも該当すること 

１ 川崎市の被保険者の住所地が、当該事業所の「通常の事

業の実施区域」に隣接し、かつ、事業所を中心として概ね

半径２キロメートル以内にあること 

 

平成２８年３月３１日以前から利用契約が継続している場合

は、次のいずれかに該当すること 

１ 川崎市の被保険者が、川崎市長からみなし指定を受けた

他市町村に所在する地域密着型通所介護事業所を継続して

利用しているとき 

２ 川崎市の被保険者が川崎市長からみなし指定を受けた他

市町村に所在する地域密着型通所介護事業所と一体的に運

営する介護予防通所介護事業所または第一号通所事業所を

継続して利用しており、平成２８年４月１日以降に要介護

状態となったとき 

３ 川崎市長からみなし指定を受けた他市町村に所在する地

域密着型通所介護事業所を継続して利用する川崎市の被保

険者が平成２８年４月１日以降に要支援状態となっても、

当該事業所と一体的に運営する介護予防通所介護事業所及

び法に規定する第一号通所事業所を継続して利用しており

、再度要介護状態となったとき 

４ 当該事業所が、運営法人の変更により新たに指定を受け

る場合であっても、１から３に該当するか否かについては

、変更前の事業者との間において平成２８年３月３１日以

前から継続して利用契約があったかどうかで判断をする 
 

備考 認知症対応型共同生活介護等については、当該事業所の所在する市町村の被保険者が

利用することとする 
















